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第３８２回 入札監理小委員会議事次第 

 

 

                          日  時：平成27年10月６日（火） 16:55～17:50 

                          場  所：永田町合同庁舎１階 第１共用会議室 

 

 

１ 開 会 

 

２ 議 事 

 １．実施要項（案）の審議 

  〇Ｊクレジット創出支援業務（環境省） 

  〇JICAボランティア支援業務（選考支援業務）（（独）国際協力機構） 

 

 ２．その他 

   

<出席者> 

（委 員） 

 稲生副主査、石村専門委員、清水専門委員 

 

（環境省） 

 地球環境局地球温暖化対策課市場メカニズム室 伊藤室長補佐、池田係員 

 

（（独）国際協力機構） 

 青年海外協力隊事務局 山田次長 

 青年海外協力隊事務局選考課 大木課長、今村主任調査役 

 総務部総合調整課 内山企画役 

 

（事務局） 

 新田参事官、澤井参事官 
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○稲生副主査 それでは、ただいまから第382回入札監理小委員会を開催します。 

 本日は、 

 「Ｊ－クレジット創出支援業務」 

 「JICAボランティア支援業務（選考支援業務）」 

の実施要項（案）についての審議を行います。 

 最初に、「Ｊクレジット創出支援業務」の実施要項（案）について審議を行います。 

 最初に、実施要項（案）について、環境省地球環境局地球温暖化対策課市場メカニズム

室伊藤室長補佐より御説明をお願いしたいと存じます。 

 説明は15分程度でよろしくお願いいたします。 

○伊藤室長補佐 よろしくお願いいたします。環境省の伊藤と申します。 

 それでは、お手元の資料Ａ－２に「Ｊ－クレジット創出支援委託業務に関する民間競争

入札実施要項」に基づきまして、御説明をさせていただきます。 

 まず、そもそも「Ｊ－クレジット制度」について、横長のポンチ絵をまとめさせていた

だきましたので、簡単にこちらについて御紹介させていただきたいと思います。 

 Ｊ－クレジット制度、似たような制度が実は従前あり、それらは環境省・経済産業省で

別々に運営しておりましたが、それらを一本にまとめて、2013年度から両省及び農林水産

省と一緒に共管でこの制度を立ち上げているものでございます。 

制度の内容ですが、地球温暖化対策を推進していくという目的のために、国内でCO2の

排出削減あるいは森林による吸収といった活動を行った場合、それによるCO2の減らした量

や吸収量が増えた分をクレジットとして認証するというものでございます。このクレジッ

トは売買、取引することは可能でございまして。それを買った人は、逆に、自分がその分

減らしたことを主張できるというものでございまして。省エネや再エネなどを進めても、

十分にCO2をどうしても減らし切れないという企業は、このクレジットを買ってきて、それ

を使うことによってCO2の排出削減を達成したということはできます。またクレジットを創

出した側にはクレジット売却益がまわり、新たな温室効果ガス排出削減プロジェクトに投

資されていくということを、こういった循環を促進することで、CO2排出削減が我が国全体

でより進んでいくように促していくという制度でございます。 

 この中で、今回の「Ｊ－クレジット創出支援委託業務」の概要を簡単にまとめたものが、

次の２ページ目のスライドになります。 

 Ｊ－クレジット制度は制度として立ち上げて一定の進捗はしているところではございま

すが、まだ、どのように使ったらいいかわからないという事業者のお声もあるところでご

ざいます。制度をより定着させていくために、この創出支援委託業務を実施しておりまし

て。実際には、Ｊ－クレジット制度における認証プロセス、これは計画書の作成から妥当

性確認、モニタリング、認証に至るまでのさまざまなステップがございますが、各ステッ

プにおいてどのように実施したらいいのかというアドバイスを行うものや一部の必要な費

用についての支援を行うというものがございます。プロジェクト計画書の作成支援やモニ
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タリング支援といったものが、そういうアドバイスを行っていくもの。また、妥当性確認

や第三者検証という第三者機関による検証がございますが、それを受検する際の費用支援

を行うといったものがございます。 

 実際に費用支援などを受けることができる回数を３ページにまとめさせていただいてお

ります。全ての事業者において、制限なしに実施させるわけにもいきませんので、一定の

回数を限界として定めているところでございます。 

 これが今回のＪ－クレジット制度及び今回民間競争入札を実施いたします「Ｊ－クレジ

ット創出支援委託業務」の全体像となっているところでございます。 

 これらを踏まえて、実際にどのように実施していくかというのを実施要項に戻りまして、

御説明させていただきたいと思います。 

 実施要項の１ページ目の２．に「対象公共サービスの概要」として、ただいま申し上げ

ました経済産業省・農林水産省・環境省で実施しておりますＪ－クレジット制度の創出支

援を行っていくといった目的を記載させていただいております。 

 ３．から、その具体的な内容について記載をしておりまして、１ページ目の下のⅰ）に

記載しておりますが、まず、「支援対象事業者の発掘」を行っていただきます。下から３

行目にありますが、採択予定件数40件程度を想定しておりまして、これに達するまで支援

案件の公募を行うことが最初の業務として記載をしております。 

 続きまして、公募をしたものについて、２ページ目の上のロに書いておりますが、応募

があった案件の中から実際に支援する案件を採択していく。これが40件程度採択できるよ

うに公募を繰り返していくことになります。その採択する際に当たっての評価基準はここ

にも記載していますが、また、別添の資料にも記載させていただいているところでござい

ます。 

 続きまして、ここで実際に採択した案件40件を25件と15件の２つに分けておきます。そ

のうち25件分については、プロジェクトの登録申請を支援するとしております。こちらの

登録申請支援については、具体的には、先ほど申した、適切なアドバイスを行っていくこ

とによりまして、プロジェクトの計画書の作成をしっかり行っていただくこととなってお

ります。 

 また、第三者機関による妥当性確認（バリテーション）を実施する際の費用支援を行う

ことを実施するものでございます。 

 40件の残りの15件については、プロジェクトの登録の後ろの段階にありますクレジット

の認証、この段階での支援を行っていただくことを考えております。具体的には、モニタ

リング報告書をつくる必要がありますので、それを作成するための支援とか、３ページ目

の一番上のロに書いております検証（ベリフィケーション）についての費用支援を行うも

のがございます。 

 Ｊ－クレジット制度は国が実施しているものに加えて、地域独自の取組も行えることと

しておりまして、それが「地域版Ｊ－クレジット制度」。高知県と新潟県で実施されてお
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りますが、それについての受検費用支援も記載しております。これらについては２件程度

を想定するとしているところでございます。 

 また、実際の業務に加えて、「業務の引継ぎ」を②の形で記載していまして。この内容

は、現行事業者からの引継ぎあるいは委託期間満了の際の引継ぎを、ほかの事例も参考に

しながら記載をさせていただいております。 

 情報セキュリティと４ページの納品や業務委託に関する留意事項は少しスキップします

が、「入札対象事業の実施に当たり確保されるべきサービスの質」を御説明させていただ

きたいと思います。 

 ①として、スケジュールを順守することを記載するとともに、②で「マニュアルによる

対応」を記載していますが、もう一つ重要なポイントとして、③に「事業者へのアンケー

ト調査を実施し満足度調査や関心事項等を調査する」というものを書いております。こち

らは、別添１を付けさせていただいております。このような形の様式を付けさせていただ

いております。この中で、平成28年度Ｊ－クレジット創出支援事業を実施した際のアンケ

ートを行っていくことを定めているものでございます。 

 実施要項に戻りまして、④にプロジェクト登録申請件数などについて、登録申請及びモ

ニタリング、認証の申請、認証の申請、両方合わせて40件以上であることというような要

件を定めているところでございます。 

 ５ページに行きまして、（３）及び（４）において、業務の改善策や改善提案を、ほか

の業務を参考にしながら記載させていただいております。 

 （５）に本業務の委託契約という形態なども定めさせていただいております。 

 ５ページ目の一番下から、実施期間を記載していますが、これは６ページにまたがって

書いておりまして、来年の４月１日から約１年間３月17日までとしております。 

 ５．の入札参加資格ですが、（４）の環境省競争参加資格を定めておりまして、このう

ちの「役務の提供」の「Ａ」「Ｂ」または「Ｃ」の等級に格付けされている者であること

を定めております。 

 また、６．に入札に係るスケジュールをお示ししていまして。こちらは、入札公告を今

年の12月上旬から開始することを考えているところでございます。できるだけ長い期間を

とることによりまして、１者だけでなく、複数者が応札できるようにしていきたいと考え

ております。 

 その他、７ページの落札者の決定については、総合評価方式を行うものとしておりまし

て。その際の技術点・価格点などの配分がございます。技術点は、７ページの下から２行

目に書いているとおり、200点としておりまして、その内訳は、８ページにありますとおり、

基礎点80点、加点120点としております。 

 入札の価格点を100点としておりますので、技術点と価格点で満点にいくと300点でござ

いまして、そこでの競争になっております。 

 そのほか、９ページ目以降に情報の開示のところとか、10ページ以降は、いろいろな契
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約全般に関する定型的な契約違反とか延滞金などの情報を記載させていただいているとこ

ろでございます。 

 実施要項本体については以上ですが、その後ろに別添の資料をつけております。幾つか

御説明しているものもございますが、別紙２に「従来の実施状況に関する情報の開示」を

まとめております。ちなみに、平成25年度及び平成26年度、それぞれ実施に要した経費の

内訳とか、実際に人員として何人日必要になったのか、必要になった設備はどういったも

のがあるのかというのを記載しております。 

 20ページにおいては、25年度、26年度それぞれの目標。こちらの目標は、公募で何件採

択するかという目標でございます。それに比べて、実際に何件採択したかというような実

績を25年度、26年度示しております。27年度は、妥当性確認、プロジェクトの登録申請に

係るところを25件、プロジェクトの認証に係るところを15件、合わせて40件という目標を

設定しているところでございます。 

 ほかにも、提案書の様式がございます。 

 また、33ページからは、実際に公募で申請が上がってきたものについて、どういうよう

な基準で案件を採択していくか。これは26年度につくっているものがございますので、そ

れを踏襲しまして、別添２という形で採択基準表としてつけております。こういったもの

をつけることによって、いろいろな事業者が案件採択業務にかかわりやすくするというこ

とで、情報を幅広に公開しているというところでございます。 

 簡潔ではございますが、以上で御説明を終わりにさせていただきます。 

○稲生副主査 ありがとうございました。 

 それでは、御説明いただきました実施要項（案）について、御質問や御意見のある委員

の先生方は御発言をお願いしたいと思いますけれども、いかがでしょうか。 

 事実確認ですけれども、26年度までは１者応札が続いていて、27年度も２者応札があっ

たけれども、前と同じところが落札ということですね。 

○伊藤室長補佐 そのとおりです。 

○稲生副主査 27年度の２者のうち、今まで受託してきたところ以外のところも、やはり

同じようなシンクタンクというか、コンサル系が応札という感じでよろしいのでしょうか。 

○伊藤室長補佐 さようでございます。 

○稲生副主査 説明会には結構たくさんいらっしゃっているのですか。 

○池田係員 説明会は、２者に加えて、もう一者、環境コンサルというところではないの

ですけれども、一般的なコンサル会社が加わっております。そちらは応札されておりませ

ん。 

○稲生副主査 それにしても、余り広がりが出てこない。事柄自体は確かに重要なことで

もありますし、新聞等でもいろいろ拝見するところですが、なかなか事業者がたくさん参

加されてこないのは、この業務はやはり難しいのですか。支援と言っても、実績につなが

るような成果が出ないので、逆に言うと、応札される方、あるいは説明会にいらっしゃる
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方の広がりが見られないという、結構長い間事業をやっているかもしれませんが、どうい

う印象をお持ちでしょうか。 

○伊藤室長補佐 御質問ありがとうございます。 

 ちょっと個人的な印象も入ってまいりますけれども、Ｊ－クレジット制度というものに

それなりに精通している方でないと、やはりアドバイスするとかいうことがしにくいとい

う、具体的に言いますと、Ｊ－クレジット制度における個別の事例、個別のプロジェクト

計画書などをつくったり読んだりした経験がある方でないと、ちょっとやりづらいところ

はあるかなと思っています。 

ただ、そういった方は決して一人の会社ではなくて、これまで、Ｊ－クレジットに統合

する前の旧制度の段階も含めますと、幾つか多くの会社が携わってきておりますので、そ

ういったところも含めれば、少しでも携わってきたことがある方はもう少しいるだろうな

と思います。ただ、それでも、２桁の位に行くかというと、そこまではいらっしゃらない

なというふうに感じております。 

○稲生副主査 これはざっくり言えば、予算で言うと、恐らく25年度、26年度とも、大体

１件100万ぐらいの感覚ですか。20ページで、平成25年度は、目標がざっくり言えば125件

で、予算が１億3,700万だから、大体単価100万ぐらいですかね。26年度は、目標が40＋20

で60件、予算が6,000万ぐらいだから、何となく100万１件かなという感じもするのですが、

他方、27年度が40件という、我々からするとちょっと高い目標があって、一方で、予算は

残念ながら削られているという状況で、若干目標が厳しいという感じもしてしまうのです

が、40件のこだわりというのは、実績から見ても、これぐらいはないと御省としては困る

のだということなのでしょうか。何か根拠がおありになるのかどうかということです。 

○伊藤室長補佐 御指摘ありがとうございます。 

 確かに、予算的には厳しい状況にあるのは正直なところでございます。 

 他方、一定程度の広がりは持たせないと、温室効果ガス排出削減という当初の目的に対

するインパクトがなくなってきてしまうというところがございます。幸い、これまでのい

ろいろな取組実績とかももとにすれば、より効率的に実施できるところもあるだろうと

我々も考えておりますし、今までの進め方の中でも、非効率的なところはできるだけ排除

して、より個別案件だけに特化した業務にしていこうというふうに運用上も工夫してまい

りたいと思っていますので、そういった観点から、単価的に計算すると、ちょっと減って

はいますけれども、財務当局からの指摘も踏まえまして、お金をより効率的に執行してい

くといったことともに、一定の効果を得ていきたいなというふうに考えて、設定させてい

ただいております。 

○稲生副主査 つまり、今回の事業が、先ほどポンチ絵で御説明をいただいていて、支援

業務となっているのですね。つまり、プロジェクト計画書の作成支援から検証の受検支援

までありまして。そうすると、いわゆる営業努力的なところも入ってくるのですか。 

 ちょっと素人考えでよくわからないのですが、そもそも持ち込まれる件数が多くなけれ
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ば、それが支援に結びついてプロジェクトの計画書になったり、実際にそれが動いていっ

て、実際のモニタリングまで行くというのがないわけですね。とすると、実はそのコンサ

ルの業務の中に、持ち込まれたものに対する支援プラス、もしかすると、裾野を広げると

いう部分を加えるというほうが本当はよかったのではないかなという気もするのです。逆

に言うと、予算をもうちょっと加えて、PR的なところまで民間に任せるというのもあるの

かなと思うのですが、この点はどうなのでしょうか。 

 あるいは、これはあくまでも御省でいろいろPRをして、なるべく多くの方がＪ－クレジ

ットに出てもらうというようにということは、これは役所の責任だというふうにお考えに

なっているのか。この点はどうでしょうか。 

○伊藤室長補佐 御指摘ありがとうございます。 

 昨年度平成26年度までの業務の中には、そういったアウトリーチも含めて、全国説明会

を行うことを入れていたところでございます。ただ、これが、この支援業務の全国説明会

と、ほかに、Ｊ－クレジット制度そのものの普及啓発のための全国説明会とか、いろいろ

な説明会がちょっと乱立ぎみだったというところがありまして、今回、それを一本にまと

めたというところがございます。 

 27年度業務から、全国説明会の部分がこの業務からは外れましたが、その分、ほかの業

務の中で、「Ｊ－クレジット制度とはこういう制度です」ということを説明するとともに、

「こういうふうな支援制度もありますので、ぜひ積極的に御活用ください」ということを

御説明すると、こういったものが入っておりますので、今、それは別の業務の中に入って

いる状態ではございます。 

○稲生副主査 つまり、目標とするからには、その件数を稼がなくてはいけないというふ

うに受託者の方が思うわけですね。ですから、持ち込まれる案件を増やさないことには40

件を達成できないのは明らかでありまして、今回切り離して、それが別のところの事業と

いうことにもしなった場合、また同じことにならないのかなという感じもしてしまいまし

てね。 

 40件というのは、御省からすれば大事な目標というのがわかる反面、これが事業者の努

力で達成できるのかしらというのが、要項を読んで、ほかの委員の先生方も素朴な疑問と

して感じるのではないかなと。ですから、サービスの質のところが要項（案）の４ページ

にあって、①から③はもちろん一番重要なところでありまして、８割以上の方が「役に立

った」と回答してもらうというのは、これはやはり大事な、支援を受けた方の感想ですか

ら、これは恐らく問題ないとは思うのですけれども、支援件数というのが、果たして、事

業者の努力の成果の40件なのか、どうなのかというのはちょっとわかりにくいところがあ

るのですが、この点はどうでしょうか。 

○伊藤室長補佐 御指摘ありがとうございます。 

 まず、Ｊ－クレジット全体としまして、需要がちょっと足りないと。どちらかというと、

クレジットは売れ残っていまして、その需要を喚起していかなければいけないという問題
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がございます。このため、環境省も経済産業省も農水省も、それぞれ需要喚起策を行って

いるところでございます。環境省としましては、今年度から、そういったクレジットを使

って商品開発する際に、商品開発の補助金を立ち上げていまして、こういったものでクレ

ジットを使ってもらう人を増やすことで、クレジットを検討している方を増やそうと思っ

ております。 

 ただ、それはそれで実施することで、我々は一定程度の件数に達していただきたいとは

思っていますけれども、例えば今年度27年度、同じく40件という目標を立てておるところ

ではございますけれども、そこでの実施状況とかも踏まえて、28年度も同じく40件とする

のはちょっとハードルが高いのではないかということであれば、これを下げることも十分

あり得るのではないかなと思っています。 

○稲生副主査 支援に至る前に、例えば100件ぐらい玉があって、それで、いろいろ事前の

さばきをして、いろいろ作成支援に至るとか、受検支援に至るとかということであれば、

例えば100件のうちの最終的には38件になってしまったというと、受けた方は、なるべく100

件全体を支援できるような感じで仕上げていくということで、努力できると思うのですね。 

でも、お伺いしますと、多分そういう感じの仕組みでもなくて、40がいいのか、30がい

いのかというのも、読みとして難しいところですね。だから、実績を上げたいということ

であれば、何か別のカウントの仕方みたいなものがあるといいのかなと思ったのですが、

なかなか思いつかないのですけれども、そこは事業者の努力で行く部分とそうでない部分

が何となくごっちゃになっている気がしましてね。もちろん批判をするつもりは全然ない

のですけれども、何かいいアイデアがあるといいのでしょうね。例えばプロジェクト計画

書の作成支援が実際の受検支援に行くときに、例えばその何割が実際の受検まで行くのか

ということであれば、これは受託者の努力でなるべく受検まで行くというか、動いていっ

て、モニタリングしてというところで、最終的には受検まで行ったほうがいいわけですね。 

○伊藤室長補佐 はい。 

○稲生副主査 だから、この比率が例えば何割で、成功していますねというような、何か

そういうものであれば、何となく事業者が頑張って一生懸命支援してあげたからモニタリ

ングまで行って、受検まで行ってというのが、そういうデータはあるのですか。 

 例えば25年度の例で言うと、合計で、例えば38件あるわけですね。これが作成支援でも

ないのかな。 

○伊藤室長補佐 実際に、例えば25年度に妥当性確認の支援をしたものが、その後どのよ

うに認証していったか。これなどはデータで十分追跡することはできます。 

ただ、時間的には、登録の申請支援をしてからクレジットの発行支援するまで、普通は

１年以上はかかります。登録申請をした時点から、例えばその直後とかにやると、１、２

カ月分ぐらいの削減量しかクレジットが出せないので、この認証支援も何回も何回も無制

限に受けられるものではないので、どちらかというとちょっとためて、少なくとも１年分

ぐらいためてから申請、認証に至るというふうなものがあります。例えば26年度のクレジ
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ットを認証したものは、25年度ぐらいに登録申請を受けたものが行っているというふうに、

恐らく年度を１つは越えてしまうことが多いなというのが、今ちょっとお伺いしながら、

これはどうしようかなと悩んでしまうところです。 

○稲生副主査 予算要求自体が単年ではなくて、それは財務省に説明し切れればいいです

ね。本当は２年ぐらい見ておかないと。種つけから実績を出すところまで１年以上かかる

ので、本当は２年度ぐらいの事業であって、そうすると、評価もできるというのを論証で

きるといいのでしょうね。 

 皆さんどうですか。 

○清水専門委員 先ほど御説明になっていた制度の説明を行うときには、これを聴きに来

る方はどのぐらいおられるのですか。それはふえているのですか。ベースがふえないと、

目標を立ててもなかなかそこにとどかないですね。 

○池田係員 説明会を今年度まだ行っていないというのもあって、その推移についてはち

ょっと把握していないですけれども、少なくともＪ－クレジット制度を利用している方々、

例えば認証を受けられる方々は、25年に開始してから年々増えてはきております。そうい

う意味では、統合前は、J-VERと国内クレジットでやっていて、25年度にＪ－クレジットに

なってから、２年間で尻上がり的にはＪ－クレジット制度に対する関心は増えていってい

るのかなという印象があります。 

○清水専門委員 なるほどね。 

 そうすると、それなりに数値目標を立てても、認知度が高くなれば可能性は出てくるか

なという気もするのですけれども、それが知られてこなければ、そもそも数値的な目標を

立てても事業者の目標にはいかないかなというところですね。 

○伊藤室長補佐 その点でいきますと、過去の実績、旧制度から比べますと、増加傾向に

あるという実績がございます。そういった実績を踏まえて、2030年の温室効果ガス排出目

標の約束草案を定めていますが、その中の施策の１つにもＪ－クレジット制度を入れてお

りますので、政府内でもいろいろ検証した結果、これは2030年までしっかり続けていける

制度であろうというような定めをしているところであります。 

○清水専門委員 業者の目標にはなりにくいかなという気もするのですけれども、 

重要な制度でもあるので、例えばそういう普及活動みたいなものはどういう形で行われて、

その中で立てている目標だということをどこかで説明してもらわないと、この数字が出て

きてもわからないなというのが印象です。 

○伊藤室長補佐 御指摘ありがとうございます。 

 確かに2030年とか、もともと2008年から2012年度の第１約束期間と呼ばれるところにも

目標値があったのですけれども、それがどうしてもトン数で評価するというのがございま

したので、トン数でちょっと議論が進んでおりまして。逆に、件数にするところが、実態

上は、一件ごとに案件をつくっていくのですけれども、国の目標で言うとトン数になって

しまうので、ちょっとそこが確かにうまく見えていない。そこは工夫をしなければいけな
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いと思います。 

○稲生副主査 この目標値を入れても、多分、事業者にとっては困るのではないか。40件

をたとえ35件にしてもですね。つまり、努力によってどうしようもないところで、御省が

説明会をいろいろなところでやって、一生懸命一本化しておやりになって、そこの参加者

が増えて、母数が増えていくのであれば、まあまあ、例えば40件でもいいのかなというの

もあるのですけれども、そのデータとの対比で見せるとか、せめてそれぐらいは。事業者

の努力とちょっと違うところでそもそも持ち込まれる件数が決まってくるとすると、それ

を目標値にするのは、今までのいろいろな案件を見ていても異質なものですから、違和感

を感じるのですね。 

 80％以上は、これは持ち込まれたものをベースにアンケートに答えていただくので、こ

れはまさに事業者の努力でいいと思うのですけれどもね。だから、努力で獲得できるとこ

ろとそうでないところは、これはしっかり分けてやらないと、ほかのシンクタンクからす

れば、危なくて、この事業に参加したくても、ちょっと我々の手に負えないとならないか

なという気がしないでもないですね。 

○伊藤室長補佐 承知いたしました。確かに、我々としては、件数を増やしてほしいとい

うグリップをかける意味でこういうふうに記載してみましたけれども、受託者だけではい

かんともしようがない要素はかなり多いのは御指摘のとおりですので、40件目標とは入れ

ずに。ただ、仕様の中には入れておきたいとは思いますけれども、その後の目標というか、

評価するところからは外すと。ただ、80％という満足度は、ぜひ我々も残したいと思いま

す。 

○稲生副主査 そこは検討いただきたいということですね。 

○伊藤室長補佐 はい。 

○稲生副主査 単年契約で、先ほどの話もありましたけれども、プロジェクト計画書作成

支援から受検に至るまで１年を越えてしまうので、本来であれば、実施期間を最低でも２

年ぐらいにしていただきたい反面、予算要求の関係があるのでそうはできないということ

ですと、ここは単年度でやるしかない、御省としては本当はもっと長期にしたいのだけど

ということでよろしいのでしょうか。 

○伊藤室長補佐 そこは、今回も予算要求が例年にも増して厳しい状況にございますので、

委託調査という分類に入りますが、国庫債務負担行為とかいうことはちょっと論外だとい

うふうな状況でございます。 

○稲生副主査 調査系はなかなか債務負担行為はきついのかな。 

○伊藤室長補佐 はい。実績がないわけではないのですけれども、本当に例外的なものし

かないようでして。ほかにもいろいろな業務でそういうのを挑戦しようとしたことはある

のですけれども、とてもではないが、話を持っていくことすらできないような状況でござ

います。 

○稲生副主査 このほか、どうでしょうか。 
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○石村専門委員 先ほどの御説明で、クレジットの需要のニーズが、そもそも供給と需要

のバランスがとれてなくて、要は、買う会社がいらっしゃらないというふうに御説明では

受け取れたのですが、そういうことなのですか。 

○伊藤室長補佐 現状では、残念ながら、まだクレジットが売れ残っていますので、それ

をしっかり需要喚起をしていくというのが、今の大きな課題の１つではあります。 

○石村専門委員 ということは、今の御説明だと、要は、既にクレジットが残っているの

に、そのクレジットに応募してくださいと言うこと自体がちょっと矛盾しているようにも

聞こえたのですね。というのは、これはクレジットをつくる支援業務ですね。 

○伊藤室長補佐 はい。 

○石村専門委員 そもそも既に、例えてみれば、在庫がかなり残っているのに、その在庫

とはまた別に「製品をつくる方はいらっしゃいませんか」と。いらっしゃったら、そのつ

くり方などを支援しますよという事業なわけですね。 

○伊藤室長補佐 はい。 

○石村専門委員 でも、在庫が山盛りあって、つまり、売れない状況で、また、「つくっ

てください」と言っても、それに手を挙げる会社は本当にあるのかなというのと、もしな

かったら、予算がどんどん減っていっているし、実際やる会社、つまり、先ほど稲生副主

査がおっしゃったように、単価がどんどん下がってきていますね。単価が下がってきて、

なおかつ、既に市場として成熟、要は超過供給の状態で、実際のニーズ自体も見えない。

ということは、これはもしやるとすれば、既にノウハウがあって、既に実績がある１者だ

けだというのは、常識的に考えれば、今の御説明だと、結論はもう見えてしまっているよ

うな感じを受けるのです。 

 それに対して、いや、こういう手だてがあって、将来的にはこういう形の、環境省とし

ては、環境対策として、こんなことは言えないでしょうけれども、法律の数値自体が変わ

って、その供給者自体を増やす政策をとらないといけないので、今、準備段階だから、ど

うしても支援事業をやる必要性があるのだという、そういうような形のものが用意されて

ないと、今の御説明だと、私が少なくとも聞いた印象では、もう１者で決まっていますね

というような印象を持つのですけれども、それは私の誤解ですか。 

○伊藤室長補佐 御指摘ありがとうございます。 

 まず、クレジット制度として需要を喚起しなければいけないというところが主にあって、

クレジットが残っているのは御指摘のとおりでございます。どちらかというと、予算規模

ですと、需要喚起の補助金を５億5,000万としておりますけれども、メリハリをつけて、創

出支援のクレジットをつけるほうよりも、クレジットを使うほう、そちらにより手厚く推

進するというのを今実施しているところではございます。 

 2,000万とかそれぐらいのものと５億5,000万のものということで、今、力の入れ方とし

ては、需要喚起をしっかり力を入れるというのをメリハリをつけてやっています。こちら

だけやって、後で、クレジットがなくなってしまうということがあるとやっかいなことに
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なりますので、一応両輪ではやっていますけれども、規模は全然違うような規模で政策を

進めているというところでございます。 

 そういうふうに先を見てしまうと１者だけになってしまうかというところにつきまして、

例えば、今年度も一応２者出てきていますし、その点数も、総合評価だったのですけれど

も、極めて接戦でして。提案書の内容も甲乙つけがたいような、そんな状況でございまし

たので、どっちに振れてもおかしくなかったなというところでございましたので、だから

１者だけになってしまうというところは、必ずしもそうならないのではないかなと我々も

思っていますし、今回のより幅広に情報を伝えたいとか、採択基準表を公表したり、いろ

いろなそういう方法をとることによって、ほかの会社がより手を挙げやすくしていきたい

なと思っております。 

○石村専門委員 それは大事なところなので、ちょっと確認したいのは、要は、既にある

排出権のクレジットを買っていただく事業者、それのほうに５億円でしたか。 

○伊藤室長補佐 そうですね。５億5,000万補助事業というのが今年度です。 

○石村専門委員 その事業とこの供給側の支援事業と言っていいと思うのですけれども、

こちらの事業者は、買ってもらえる供給事業と、こちらに参加すればそっちも分かるとい

うか、支援事業に参加が有利になるとかそういうメリットはあるのですか。 

 なぜ、そういうことを聞くかというと、要は、複数者に参加していただくためには、何

かメリットと言うとおかしいのですけれども、この予算を見て、どんどん下がってきてし

まっているわけですね。３年前に比べて５分の１ぐらいになってしまっている。というこ

とは、逆に言えば、それでも参加したほうがメリットがあると言うためには、こちらの事

業に参加することによって、もう片方の排出権の売る事業にもノウハウなどが蓄積されて、

参加していただいたほうがいいですよということを言えば、複数応札も可能なような印象

をちょっと受けたのですけれども、そういうのは全く関係ないですか。 

○伊藤室長補佐 御指摘ありがとうございます。 

 これは関係し得るというふうには思っております。ただ、もう一つのクレジットを使う

ほうの補助事業を立ち上げておりますけれども、そこでノウハウをためたコンサルとかが、

逆に、クレジットをつくるほうにもう一回戻ってくるというか、そちら側も対応するとい

うことは十分あり得るとは思います。 

○石村専門委員 個人的な印象ですけれども、であれば、むしろ、説明会に応募される、

２者だけではなくて、説明会は実績として少なくとも３者いらっしゃるので、そういうの

にこちらの事業は減るけれども、もう片方の事業の予算や何かがあるので、そっちにも有

利に働くと言ったらおかしいのですけれども、そちらのノウハウを生かせますというのを

ちゃんと広報活動をされたほうが、そういう方たちは専門業者なので、私のような素人が

考えるようなことではなくて、ちゃんと調べた上で参加されているとは思うものの、その

メリットをちゃんと伝えないと、私のような素人がちょっと聞いただけでは、予算はどん

どん減っていくと。供給側は在庫がある。であれば、これは参加するのは不利ではないか
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というふうには思うので、そこをきちんと説明して広報活動をされないと、これは複数応

札はかなり難しいかなということで思ったので、それはどう思われますか。 

○伊藤室長補佐 御指摘ありがとうございます。 

 そこにつきましては、本年度補助事業を立ち上げるに際して、昨年度から、補助事業を

立ち上げますということを、これまた、全国説明会とか座談会とかいろいろな場で全国を

飛び回りながら説明していましたから、その際に、その補助金だけの説明ではなくて、こ

ういった支援措置などもありますとか、支援業務とかこういうのもありますといったこと

とか、Ｊ－クレジット制度そのものはこういうものですというのを、普通のスクール形式

でやりながらとか、マンツーマンでやりながらとか、いろいろな形で我々は広報をしてい

ますので、そこはセットで広報していますし、今後も、そこはぜひ重要なポイントですの

で、セットでお示しして、むしろ、メリットになり得ますということをしっかりお伝えし

ていきたいと思います。 

○石村専門委員 ありがとうございます。 

○稲生副主査 ほかによろしいでしょうか。 

 それでは、いろいろ申し上げましたけれども、事業の重要性は我々も認識しております

ので、当該事業について供給側ではありますけれども、たくさんの応募者が出てくるよう

に、御努力をお願いしたいと思います。 

 事務局から、確認すべき事項はございますか。 

○事務局 特にございません。 

○稲生副主査 それでは、先ほどの１点、再検討をお願いしたいと申し上げました、40件

以上の採択件数というところですけれども、これについては、申し上げたとおり、今回の

事業としては、事業者の努力の範囲をちょっと超えている部分がありますので、削除いた

だく方向で御検討いただければなというふうに考えております。 

 必要な修正を行っていただきまして、事務局を通じまして各委員が確認をした後に、意

見募集を行うようお願いをしたいと思います。 

 環境省におかれましては、本日の審議や意見募集の結果を踏まえて、引き続き御検討を

いただきますよう、よろしくお願いいたします。 

 また、委員の先生方におかれましては、本日質問できなかった事項や確認したい事項が

ございましたら、事務局にお寄せください。 

 事務局において整理をしていただいた上で、各委員にその結果を送付していただきたい

と思います。 

 本日は、どうもありがとうございました。 

（環境省退室、（独）国際協力機構入室） 

○稲生副主査 続きまして、「JICAボランティア支援業務（選考支援業務）」の実施要項

（案）について審議を行います。 

 最初に、実施要項（案）について、独立行政法人国際協力機構青年海外協力隊選考課大
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木課長より御説明をお願いしたいと存じます。 

 説明は15分程度でよろしくお願いいたします。 

○大木課長 協力隊事務局選考課の大木と申します。よろしくお願いいたします。 

 では、私から、「JICAボランティア支援業務（選考支援業務）」の実施要項（案）につ

いて御説明を差し上げたいと思います。実施要項（案）は92ページありますので、別途、

お出ししている参考資料、Ａ４２枚に沿って御説明を差し上げたいと思います。 

 総論として、2013年度、2014年度の本契約実施状況について評価を実施した結果、誤送

など発生したミスに関する根本的な原因の分析、今後の体制構築をどのようにするか、検

討が必要という指摘がございました。それを踏まえて、具体的な業務フローの必要な修正

を加えるとともに、必須審査項目に情報セキュリティを遵守するため、社内での研修を定

期的に実施していることを追加し、加点審査項目における情報セキュリティに関する計画、

業務従事者の経験能力等の配点の割合を高めました。 

 具体的に御説明さしあげます。 

 体制の見直しについて、業務フローと実施体制２つございます。 

 業務フローについては、健康診断再検査指示書の送付を一次合否通知に同封する形では

なく、別送することといたしました。また、健康診断書に住所・氏名を記入する欄を設け、

窓開き封筒を使用することで、本人が記載した住所・氏名宛てに送付できるような仕様と

し、誤送が発生しないようなフローとしました。 

これは38ページに反映してございますが、健康診断書については、４枚複写の紙ですが、

こちらに受診した方が自筆で名前・住所を書く欄があります。これを窓開き封筒を使って

そのまま宛先として送るという形にすれば、間違いは起きないということで、こういった

方法でやることを追記させていただいたものです。 

また、実施体制について、人員交代の発生時の手続留意点を明確にいたしました。これ

は10ページにございます。 

また、業務総括、業務主任、各業務担当者に求められる要件を明確にいたしました。こ

れは11ページに反映しております。 

続きまして、本業務の内容を、新たな業務として追加した部分について御説明を差し上

げます。 

前契約までは、青年海外協力隊、シニア海外ボランティアの長期・短期、また、シニア

海外ボランティア新登録制度（87ページに説明がございます）が、選考の対象になりまし

たが、日系社会青年ボランティア、日系社会シニアボランティアについても、選考対象と

なることを記載いたしました。２ページに書いてございます。 

また、JICA全体で基幹システムを一新する計画がありまして、この計画については、46

ページに細かく説明してありますが、これに伴って、ボランティアシステムの更改に係る

サポートを業務として追加いたしました。８ページに反映してございます。 

次に、「業務の実施に当たり確保されるべき質」ということで、情報漏えいの防止、受
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験者に配慮する形での業務の実施、円滑な二次選考会場運営等について、前回の契約実施

状況において問題が発生したことから、上記２．で上述しましたとおり、業務フローを見

直して、業務実施体制に対する評価を強化いたしました。 

これらの見直しを踏まえて、これら業務の実施に当たり確保されるべき質として、前回

に引き続き、発生は０件とすることを条件といたしました。 

評価項目でございます。 

必須項目として、「年１回以上、受託事業者内に所属する社員に対して情報セキュリテ

ィに関する研修を実施しているか。」という点を追加いたしました。17ページにございま

す。 

また、加点審査項目の「情報セキュリティ等」に関する配点を増やしました。 

最後に、加点審査項目の「業務従事者の経験・能力等」に関する配点を増やしました。 

これらについては、前回御指摘をいただきました中に、モグラたたきのようにならない

ように、根本的な根っこから見たらいかがでしょうというような御指摘がございまして。

チェック機能の強化も含めまして、この評価項目を設定し直しました。配点の新旧対照表

が71ページにつけてございますので、具体的に何点ぐらい前回に比べて増やしたか減らし

たかというところは、こちらで確認していただければと思います。 

その他として、JICAの基幹システム一新に伴いウェブ応募等が導入され、業務実施方法

が大幅に変わる可能性があり、その場合は契約変更があることを追記いたしました。 

また、今回の実施要項に対して意見募集を行いまして、全部で５つのコメントをいただ

いております。これは資料としてつけております。これらのうち、人員交代とかが発生す

る場合の手続あるいはスタッフ名の明記等について、現在の実施要項（案）に、コメント

をいただいたところを踏まえて反映しております。その他、支払方法等、回答としてまと

め、特段、反映していないものもございますが、全部で５つのコメントに対して対応いた

しております。 

私からの説明は以上でございます。 

○稲生副主査 ありがとうございました。 

 ただいま御説明いただきました本実施要項（案）について、御質問・御意見のある委員

の先生方は御発言をお願いしたいと思いますけれども、いかがでしょうか。 

 先ほども御説明ありましたけれども、実施要項（案）の71ページに評価項目の新旧対照

表がございまして。例えば情報セキュリティは、今まで40点だったものが50点になってい

まして、業務従事者の経験のところも、同じように、データ処理とか、ここら辺を中心に

増えているということで、漏えいとか、間違った送付がないようにということで御配慮が

この点数にもあらわれているということで、これ自体はよろしいのではないかなと思いま

す。 

 これは再確認ですけれども、要項で、業務総括者について、「個人情報を含む機微な情

報を扱う業務に責任者として従事した実績」がありまして、逆に言うと、慎重になり過ぎ
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て、余り過度に、スーパーマンのような人が配置するようになると、これはこれで、また、

障壁になってしまいますので、これは一般的にそれほど高いハードルを設けたということ

ではないという理解でよろしいのでしょうか。 

○大木課長 そうですね。そちらは11ページの「求められる要件」に、どういったものが

それぞれの役割を求められるか書いております。総括でありますと、プロジェクトマネジ

ャーの経験を有する者としておりますので、管理職としてこういった業務に当たっていた

だいて、情報の取り扱いに、特に今回の実施要項には、当機構の管理細則等をつけており

ますので、この辺をよく理解して仕事に当たっていただける方ということで、それほどプ

ロフェッショナルなスキルを求めているものではございません。 

○稲生副主査 要は、今回はボランティア選考支援業務となっていますから、一種の入試

と同じような形のこともありますので、だからこそ、業務総括の一番上のところに、デー

タ処理業務とかこういう御経験が大事なのだという意思表示だと思いますので、これ自体

は、先ほどのパブリックコメントでも違和感なく受けとめられているという理解でよろし

いですね。 

○大木課長 はい。 

○稲生副主査 わかりました。 

 そのほかはいかがでしょうか。 

 前回、本当にたくさんの参入者があったわけですから、引き続いて、多くの方に応募い

ただくというのが恐らく大前提になっていて、競争が行われて、適切に業務いただくとい

うのが、我々としても願いたいなというふうに考えているところです。 

 ほかにいかがですか。 

 よろしいでしょうか。 

 それでは、本実施要項（案）の審議は、これまでとさせていただきたいと思います。 

 事務局から、確認すべき事項はございますか。 

○事務局 ございません。 

○稲生副主査 それでは、本実施要項（案）については、本日をもって小委員会での審議

はおおむね終了したものとして、改めて小委員会を開催することはせず、実施要項（案）

の取り扱いや監理委員会への報告資料の作成等については、私に御一任いただきたいと存

じますが、委員の先生方、よろしいでしょうか。 

（各委員了承） 

○稲生副主査 ありがとうございます。 

 今後、実施要項（案）の内容等に何か疑義が生じた場合には、事務局から各委員にお知

らせをし、適宜、意見交換をさせていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたし

ます。 

 本日は、どうもありがとうございました。 

（（独）国際協力機構・傍聴者退室） 




